
草津市農業振興計画の課題
および今後の取組み
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第１回草津市農業振興計画策定懇談会における主な意見とその対応（案） 

主な意見 関連する方針等 対応など 

・「安定的」という意味がいまひとつわからない。後継者を育てるには、儲かる農
業を目指すことが必要。 

基本方針１の① 
・認定農業者等への支援強化を図っていく。 

・基本方針５について、資料１にあるように「関係団体や消費者団体などとのネ
ットワークづくりを推進」するのではなく、農地の保全の観点から考えると、
行政が主導的に、関係者や市民（個人）との直接的な関係を築くべきと考え
る。 

基本方針２の① 
基本方針４の① 

・農村まるごと保全向上対策に取り組む集落
の確保に向け PR の実施 

・「山田ねずみ大根」を小売店で見かけない。また、主婦層の中で「愛彩菜」の料
理法がわからず購入につながらないという意見がある。農産物についての情報
発信や市の取組について、現状の市のホームページを介した方法では不十分。 

基本方針３の④ 
・多様なツールを活用した PR の実施 
・子育て世帯や高齢者等、ターゲットを絞っ
た効果的な PR の実施 

・料理教室についても子どもが参加できる形式をとる等、若い世代の意見を取り
入れる工夫が必要ではないか。市民が参加しやすい料理教室等の開催等、市が
農業者と消費者の橋渡しを担っていただきたい。 

基本方針４の③ 
基本方針５の① 

・関係機関と連携し、充実した農業講習会や
親子農業体験イベント等の開催 

・関係機関、協議会等との連携強化を図る 

・ＪＡ組合員に配布されている広報誌「ＪＡの窓」には、農産物の調理方法等に
ついても記載されている。これを市で取りまとめ、市民に情報発信していただ
ければ良い。 

基本方針５の① 
・関係機関、協議会等との連携強化を図る 

・「しがの農業・水産業新戦略プラン」の中にある「琵琶湖をはじめとした自然環
境の保全」について、重要な問題と考えている。近年琵琶湖の水が臭くなって
きており、作業能率が落ちるだけでなく、葉物をサラダとして売り出せなくな
れば、売り上げや産地のブランド価値が下がると危惧している。 

基本方針２の①、③ 
基本方針４の② 

・農村まるごと保全向上対策の取組集落の確
保に向けた PR の実施。 

・「しがの農業・水産業新戦略プラン」は計画期間が平成 23 年から平成 27 年ま
でであり、今年度、新たな計画を策定しているため、反映していただきたい。 

－ ・「滋賀県農業・水産業基本計画」の内容を踏
まえ、改定を行う。 

・「琵琶湖をはじめとした自然環境の保全」については、生活の雑排水は下水道の
整備により改善されているが、農業排水による汚染対策が必要な状況である。
市・県における水草の除去とともに、農業者に対する呼びかけも行っている。 

基本方針２の① 
基本方針４の② 

・農村まるごと保全向上対策の取組集落の確
保に向けた PR の実施。 

・濁水防止に向けた取組みのＰＲ 

・「草津ブランドの創出」を行っているが、京都産の水菜と草津産の水菜とでは倍
ほど値段が異なる。現在、消費者に対するアンケートに基づき新鮮さを第一に
心掛けているが、生産、流通、情報発信等どのような取組によって農産物の価
値を上げることができるのか、難しいと感じている。 

基本方針１の③ ・草津ブランド推進協議会内で事業を細分化
し、それぞれのプロジェクトチーム（商品
開発・販路開拓・情報発信・地産地消）で
課題解決に向け取り組む 

・目標数値が設定されていたのであれば、次回に提示いただきたい。 － ・策定当時、目標数値は設定していなかった
が、改定にあたっては、成果指標を設定。 

・受託業者の業務内容と市との役割分担について教えていただきたい。 － ・懇談会の運営支援と資料作成、議事録作成
などである。 

・大津市、東近江市、守山市等近隣市における取り組みや計画との比較について
お持ちの情報をお教えいただきたい。 

－ ・比較可能なデータについて、第２回懇談会
資料として提示。 
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主な意見 関連する方針等 対応など 

・どのような変化を課題と判断し本計画を改訂すればよいのか、また今後どのよ
うに課題を解決すればよいかがわからない。 

－ ・第２回懇談会資料として、基本目標、施策
ごとに、課題と今後の取組案を提示。 

・以前より、認定農業者の農業所得を年間 500 万円とする数値目標が草津市農
業基本構想に掲げられているが、それは組み入れなかったのか 

－ ・認定農業者制度にかかる経営改善計画にお
ける 5 年後の目標については、一人当たり
の農業所得を 5 年後年間 500 万円とし、
農業作業時間を年間 2,000 時間と草津市農
業基本構想に掲げている。 

・市役所内部での分野間の連携体制について、可能な範囲でお示し頂ければあり
がたい。他の部門で何が議論されているかを知ることにより、本計画でどこま
でをカバーし何を議論していくべきなのかということの参考となると考える 

－ ・関連計画の内容を提示。 

・草津市の数字だけでは判断が難しいので、全国的な傾向等との比較について
も、可能な範囲で示していただきたい。 

－ ・比較可能なデータについて、第２回懇談会
資料として提示。 

 

第 1回草津市農業振興計画策定懇談会 リフレクションシート まとめ 

意見 関連する方針等 対応など 

■基本方針１ 持続的・安定的な農業経営の確立 について 

【参考】関連する国の施策や指標等について 
○効率的かつ安定的な農業経営を育成し、こうした農業経営が農業生産の相当部
分を担う農業構造を確立するため、担い手（認定農業者、認定新規就農者、法
人化が見込まれる集落営農）に重点的に支援を実施。（担い手に経営所得安定
対策や融資、税制等の政策を集中して実施） 

・農業就業者の必要数：現在、土地利用型以外（野菜・果樹・畜産等）の基幹的
農業従事者、雇用者は約 60 万人で、今後も同程度の人数が必要。一方、土地
利用型作物については、一人あたり１０ha 程度耕作すると仮定して約 30 万
人。合計約９０万人の農業就業者が必要。（22 年までの傾向をベースとし、４
０代以下の増加数が 2 倍になると仮定して試算すれば、今後も 60 代以下で
90 万人を確保することが可能） 

 
 

基本方針１ ・新たな認定農業者の育成等 

〔基本施策〕①活力ある経営体の育成  
・北山田地区には野菜生産者は多いが、市内他地域には少ない。米価下落や需給
調整による麦大豆等の補助金も今後減少することが考えられるので、農閑期の
農地と労力が活用できる露地野菜の推進に向けた施策が必要。 

 

基本方針１の③ 
基本方針２の① 
基本方針５の② 

・地域特性を活かした作物の作付検討 
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意見 関連する方針等 対応など 

・国及び県の指標等も踏まえ、市として将来に向けて育成すべき経営体数等を検
討してはどうか。 

基本方針１の① ・成果指標として、認定農業者数を設定。 

〔基本施策〕②多様な人材の育成 
・JA おうみ冨士で取り組んでいるメロントレーニングハウス制度の草津版が旧
草津川跡地などで取り組めると農業者育成ができ、減少している草津メロンの
生産者確保や野菜生産者の育成が図れると思う（主体は JA となるが、その後
押しが必要）。 

基本方針５の① ・県・大学・ＪＡ等と連携を図り、新規就農
者を確保 

・県やＪＡ、農業者等との連携を図り、新規
就農者の受け入れ体制、普及体制を確保 

・認定新規就農者の認定農業者への育成支援 

〔基本施策〕③産地強化・草津ブランドの創出  
・ブランド商品に出会う機会が少ない。他の会とも協働して流通に力を入れる方
向を考えるべきでは。 

基本方針１の③ 
基本方針３の② 

・消費者、量販店、市場、食品加工業者等へ
の効果的なＰＲ方法を実施 

・草津市の野菜の中で一番知名度がある「草津メロン」（糖度 14.6°で全国でも
上位だと思う）を強固にブランド化し、後の野菜を引っ張っていく形にしては
どうか。 

基本方針１の③ ・草津ブランド推進協議会内で事業を細分化
し、それぞれのプロジェクトチーム（商品
開発・販路開拓・情報発信・地産地消）で
課題解決に向け取り組む 

・付加価値を高め、儲かる農業に向けた取り
組みとして６次産業化を推進 

・草津ブランド推進協議会による「草津ブランド」の創出や輸出等の取組みにつ
いて、産地強化の観点から中心的な位置づけとなるよう検討してはどうか。 

基本方針１の③ 

■基本方針２ 農地の保全と農業的土地利用の増進 について 
【参考】関連する国の施策や指標等について 
○「人・農地プラン」の定期的な見直し、農地中間管理機構のフル稼働により
担い手への農地集積・集約化を推進。 
・担い手の利用面積の割合：担い手の農地利用面積は過去 10 年間で全面積の3 割

から 5 割まで増加。今後 10年間で全農地面積の 8 割

が担い手によって利用される農業構造の確立を目指しま

す。 

基本方針２の② ・成果指標として、人・農地プランの担い手
への利用面積割合を設定 

〔基本施策〕①計画的な農地保全・高度利用の推進 
・人口が増加している地域なので農地の減少はある程度妥協も必要と思うが、こ
れについて有識者の意見を聞きたい。 

 

基本方針２の① ・第２回懇談会で各委員から意見を聴取 
・農用地区域の除外と農地転用の抑制 

〔基本施策〕②担い手への農地等の集積 
・現状、担い手数は一定確保できているが、今後、高齢化により農地を預けるこ
とを希望する地主は益々増加することが確実。現状の担い手ではすべてをカバ
ーできない。雇用を増やして規模拡大できる農業者（法人）の育成が重要とな
る。 

基本方針１の① 
基本方針２の② 

・成果指標として、人・農地プランの担い手
への利用面積割合を設定 

・法人化に向けた取組みへの支援 
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意見 関連する方針等 対応など 

→草津市の農地集積の現状を踏まえ今後の目標を検討してはどうか。 

〔基本施策〕③効率的な営農環境の整備 
・限りある農地で質・量ともに十分な農産物を得るための仕組みづくりを具体的
に検討すべきではないか。 

基本方針５の① ・関係機関、協議会との連携強化を図る 

■基本方針３ 市民（消費者）ニーズに応える地産地消の推進 について 
【参考】関連する国の施策や指標等について 
○農林漁業体験を通じた食育の推進と国産農産物の消費拡大。 

基本方針１の③ 
基本方針３の①～④ 

－ 

〔基本施策〕①食育と連携した地産地消の推進  
・学校給食への取組み方は、より消費の大きい家庭に持ち帰る内容になっている
のだろうか。 

基本方針３の① 
基本方針３の② 

・市民の健康増進のため、第２次食育推進計
画等と整合を図りながら、福祉関係部局と
連携し地産地消の取組を展開する 

・充実したイベントの開催 
・学校給食や家庭における「草津ブランド」を使用した「和食」の提供機会の拡
大による「和食」の保護と次世代への継承等について検討してはどうか。 

基本方針３の① 
基本方針３の② 

・味覚が養われる 1・2 歳の子に向けた食育活動が少ないのでは。調理方法を学
んだり、調理して食べる機会を子連れでできるように会をつくれないか。 

基本方針４の③ 

・学校給食などでの地産地消を進めているが、２段階入札（地元産を入札後、残
りを一般で入札）などの取組ができるよう教育部門との十分な連携を進めてほ
しい。 

基本方針３の① ・学校給食での、より強固な生産体制を整え
るとともに、1 品目でも多い草津産農産物
の利用に向け、引き続き関係機関と協議等
を行う 

■基本方針４ 市民生活に潤いをもたらす農のあるまちづくりの推進 について 
【参考】関連する国の施策や指標等について 
○農業を軸に観光、教育、福祉等多様な分野の連携を深め、都市と農村の交流
を戦略的に推進。 
・交流人口（グリーン・ツーリズム施設年間延べ宿泊者数） 

H25 年実績 925 万人→H32 年度目標 1300 万人 
 
 

 － 

〔基本施策〕①ふれあいの場の確保と拡大 
・訪日外国人旅行者の受入目標を検討するとともに、農のあるまちづくりを推進
するため、グリーンツーリズム等の導入について検討してはどうか。 

基本方針４の① ・新たな貸農園・体験農園の運営にかかる設
立の支援 

〔基本施策〕②環境配慮型・資源循環型農業の推進 
・SOFIX 栽培農産物を求める声も大手量販から上がっており、今後も取組拡大に
向けて推進が必要と思う。SOFIX 栽培に取り組むにあたりかかるコスト（分
析、肥料代など）が高く、コスト削減に向けて、地域資源の把握と堆肥舎等の
整備を進めることが必要ではないかと思う。また、資源の地域循環も併せて進

基本方針４の② 
基本方針５の② 

・研究機関との共同研究などを引き続き進め
る 
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意見 関連する方針等 対応など 

めることができると思う。 

〔基本施策〕③市民と協働で農業を支える仕組みづくりの確立 
・農業イベントに行きたい人は多いが情報を得づらい。 基本方針４の① 

基本方針４の③ 
・関係機関と連携し、充実した農業講習会や
親子農業体験イベント等の開催 

・農業講習会や親子農業体験イベント等を開
催するにあたり、多くの人に情報が伝わる
効果的なＰＲの実施 

・農業イベントに子どももつれていきたいが、丸 1 日など大人でも過酷。都市近
郊を強みに、手軽なものと本格的なものとで農業体験がしたい。 

基本方針４の③ 

■基本方針５ 農業振興のためのネットワーク強化 について 
【参考】関連する国の施策や指標等について 
○農業振興のためのネットワークの強化 

 － 

〔基本施策〕①関係機関との連携強化  
・連携の具体的な内容を示すべき。  ・広域の産地形成に向けた取組について、

県、ＪＡ、周辺自治体等との連携を強化
し、引き続き取り組みを進める 

・他県の 6 次産業化成功例を見本にいくつか絞って行ってみてはどうか。 基本方針１の③ 
基本方針５の① 

・広域キャベツ（仮称）を地産地消連絡会議（管内５市４JA など）を中心に進
めており、草津でも本年度から取り組みを行っている。次年度以降も、取組拡
大に向けて機械化（定植機、乗用管理機など）などで支援をお願いしたい。 

基本方針１の③ 
基本方針２の① 
基本方針５の② 

〔基本施策〕②市域を超えた取組強化 
・大学が存する草津市ならではの提案として、大学生のアイデアを活かした地域
農業の振興を検討してはどうか。 

基本方針５の② ・SOFIX 農業など、研究機関との共同研究を
引き続き進める。 

■その他、計画全体にかかわること等について 
・それぞれの意見を述べるにあたり、進捗状況の説明が必要。 － ・第２回懇談会資料として提示。 

・過去の計画策定までに至る流れがわからない。今回の見直しの経緯も資料化し
ていくべきではないか。 

－ 

・国の調査で農業所得等の数字が出ている。全国・草津市の数値がわかると思い
ます。 

－ ・国勢調査の結果が出るのは、数年先となる
ため、平成２２年度調査結果等を活用。 

・件数等の増減が、日本や世界の流れとして進んでいるのかどうなのかがわから
ない。何年後に○件という目標設定も必要ではないか。 

－ ・改定に当たっては目標数値を設定。 

・計画の達成指標となる数値目標の設定が有効と考える。 － 

 



・・・水田地域

・・・畑地地域

草津市内での農業の状況地図

・・・・・道の駅「草津」

・・・・・草津あおばな館

・・・直売所
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国・県・大津、湖南４市 農地面積推移（田）

国(1/1000) 県(1/20) 草津市 大津市 栗東市 守山市 野洲市

単位：ha

2,590,600
2,550,800 2,507,700 2,481,700

2,440,600
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6,286
5,959
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5,738

171  157  153  153  137 
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327 
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300 
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66  62  61 

59 
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233 
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243 

平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年

国・県・大津、湖南４市 農地面積推移（畑）

国(1/5000) 県(1/20) 草津市 大津市 栗東市 守山市 野洲市

単位：ha
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5,516,300
5,388,600

5,261,900

5,179,900 5,092,800

64,645

61,063 59,213
557,822 56,503

1,853 
1,715 

1,652  1,601 
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2,578  2,497  2,501 

2,466 

平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年

国・県・大津・湖南４市 農地面積推移（田・畑合計）

国 県 草津市 大津市 栗東市 守山市 野洲市

単位：ha

農地（田・畑）については、国、県、大津、湖南
４市とも減少傾向にある。
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田 畑 その他
資料：全国都道府県市区町村別面積調（国土交通省）

固定資産の価格等の概要調書 （総務省）
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平成２５年 市域面積 農地割合

（国・県・大津、湖南４市）

田 畑 その他 資料：全国都道府県市区町村別面積調（国土交通省）
固定資産の価格等の概要調書 （総務省）

農地割合としては、５年の経過ではあまり変化は見られない
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農業従事者推移（国・県・大津、湖南4市）

国(1/1000) 県(1/10) 草津市 大津市 栗東市 守山市 野洲市

単位：人

資料 国勢調査

人口については、国・県・大津、湖南４市とも増加しているが、農業
従事者は、減少傾向にある。（農業従事者が減ってきている。）
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資料 国勢調査
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認定農業者推移

246,026 249,280 246,394 237,428
233,299

231,023
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認定農業者数推移（国・県・大津・湖南４市）

国（1/1000） 県（1/50） 草津市 大津市 栗東市 守山市 野洲市

単位：人

認定農業者数は、国は減少傾向にあるが、県・大
津、湖南４市については微増している。

資料：認定農業者調査
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農業従事者の割合につい
ても、国・県・大津、湖南４
市ともに減少傾向にある。

資料：国勢調査
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資料 認定農業者調査（市）
固定資産の価格等の概要調書 （総務省）

認定農業者に５年間だけでも農
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草津市の野菜については、軟弱野菜（みずな、
ほうれんそう、ねぎ）がメインとして、根菜類（大
根、小かぶ、ひのな）の栽培が盛んである。

草津特産の草津メロンについて、作付面積が
県内１位となっている。
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草 津 市 農 業 振 興 計 画

食料・農業・農村基本計画 ／ 滋賀県農業・水産業基本計画 ／ ＪＡ草津市長期営農計画

基本方針１

•持続的・安定的な農業
経営の確立

基本方針２

•農地の保全と農業的土
地利用の増進

基本方針３

•市民ニーズに応える地
産地消の推進

基本方針４

•市民生活に潤いをもた
らす農のあるまちづくり
の推進

基本方針５

•農業振興のためのﾈｯﾄ
ﾜｰｸ強化

第２次草津市環境基本計画 （Ｈ26-Ｈ29）
【環境課】

＜環境共生型産業の振興＞
・農業等の振興

＜生物多様性の保全＞
・農家と市民の協働による農地の保全

＜自然環境とふれあう機会の充実＞
・自然環境等に親しむ場と機会の充実
指標：農業体験に参加した人の数

「さらに草津」宣言ロードマップ （Ｈ24-Ｈ27）
＜産業を育成、支援します-「草津ブランド」の育成・ＰＲ＞
指標：特に振興を図った農産物品目総数

＜産業を育成、支援します-学校給食に地産地消の推進＞
指標：品目ベースでの滋賀県産の地場産食材の使用率

第５次草津市総合計画第２期基本計画 （Ｈ24-Ｈ28）
＜「活気」があふれるまちへ-農業の振興-地元農産物を求める市民が増える！＞
指標：地元産を購入するよう心掛けている市民の割合

農業経営基盤強化促進法に基づく草津市基本構想 （Ｈ26）
【農林水産課】

＜効率的かつ安定的な農業経営＞
指標：年間農業所得
指標：年間労働時間

＜新たな農業経営者の育成・確保＞
指標：農業後継者や新規の就農

＜農業経営者への農用地の利用関係の改善＞
指標：農用地の集積目標

第２次草津市食育推進計画 （Ｈ26-Ｈ29） 【健康増進課】
＜地域を育む＞
指標：学校給食における地場産物を使用する割合
指標：地場産物を購入するよう心がけている人の割合

＜生活を育む＞
指標：環境こだわり農産物の栽培面積

草津市教育振興基本計画第２期 （Ｈ27-Ｈ31）
＜豊かな心と健やかな体の育成＞
・交流活動や体験活動の充実

＜健やかな体の育成＞
・健やかな体づくりの推進

＜生涯学習・スポーツの充実＞
・誰もが参加できる環境学習の充実

＜地域協働合校の充実＞
・子どもと大人が共に参加する地域活動の推進

草津市都市計画マスタープラン （Ｈ18-Ｈ32） 【都市計画課】
＜市街化調整区域における土地利用の方針＞
・新たな開発行為はできる限り抑制し、本市に残された貴重な

自然環境や優良農地の保全、活用
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基本方針１ 持続的・安定的な農業経営の確立

基本施策 ①活力ある経営体の育成

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

◎認定農業者制度の活用
促進

 農業機械・施設に対しての支援
 担い手への金融支援（金利負担軽
減措置）

 認定農業者は増加

▲認定農業者の高齢化

▲認定農業者の不足

▲市場の変化を見据え、経営
感覚を持った農業者の育成
が課題

▲法人化に向けた取組の更な
る支援

▲都市近郊に立地する特性を
生かした、新たな営農類型
への支援が必要

 新たな認定農業者の育成

 認定農業者等への農業経
営の研修会等の実施

 関係機関と連携した認定
農業者等への継続的な支
援や意見交換会の実施

 法人化に向けた取組への
支援

 複合化や多角化経営に向
けた経営指導

●経営分析の講習や研修
会の実施

 研修会等の実施（経営手法・簿記
等）【湖南地域農業センター】

 栽培技術の統一化

●営農類型に応じた取組
 各種団体等への支援
 担い手数は増加

●法人化に向けた取組
 経営体の法人へ向けた取組支援
 法人数の増加

●観光農園や体験農園な
ど、新たな農業経営モ
デルの調査・研究

 着地型観光による交流人口の拡大
策に関する調査研究（⇒農業体験
等への市民ニーズの把握）

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・後継者を育てるためには、儲かる農業を目指すことが必要。

・北山田地区には野菜生産者は多いが、市内他地域には少ない。米価下落や需給調整による麦大豆等の補助金も今後減少するこ
とが考えられるので、農閑期の農地と労力が活用できる露地野菜の推進に向けた施策が必要。

・国では、効率的かつ安定的な農業経営を育成し、こうした農業経営が農業生産の相当部分を担う農業構造を確立するため、担
い手（認定農業者、認定新規就農者、法人化が見込まれる集落営農）に重点的に集中して支援を実施（経営所得安定対策や
融資、税制等）
農業就業者の必要数：現在、土地利用型以外（野菜・果樹・畜産等）の基幹的農業従事者、雇用者は約60万人で、今後も同程度の人数が必要。一

方、土地利用型作物は、一人あたり10ha程度耕作すると仮定して約30万人。合計約90万人の農業就業者が必要。（22年ま
での傾向をベースに40代以下の増加数が2倍になると仮定して試算すれば、今後も60代以下で90万人確保することが可能）

→国及び県の指標等も踏まえ、市として将来に向けて育成すべき経営体数等を検討してはどうか。

・今後、高齢化により農地を預けることを希望する地主は益々増加することが確実。現状の担い手ではすべてをカバーできない。
雇用を増やして規模拡大できる農業者（法人）の育成が重要となる。
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■年齢別農業就業人口割合
（自営農業に主として従事した世帯員数）

576 580 543 

2,385 
2,636 2,451 

2,215 
1,918 

1,279 
1,060 

832 

504 148 
200 

84 

144 80 
61 

50 

140 120 

116 

131 

115 
89 

125 
130 

0

1000

2000

3000

4000

昭和50年

（3,029）

昭和55年

（2,904）

昭和60年

（2,767）

平成2年

（2,430）

平成7年

（2,177）

平成12年

（2,024）

平成17年

（1,826）

平成22年

（1,555）

専業

第1種兼業

第２種兼業
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（戸）

■農家数の推移

出典：平成22年農林業センサス

要

点

・農家数は減少傾向にあり、農業就業者の高齢化が進んでいる。（全国と比較すると高いが、県や周辺市町と比較すると低い。）
・農産物販売金額規模別経営体数をみると、販売なしを含め100万円未満が8割以上となっており、全国や県と比較して高い。
・一方、1,000万円以上販売している経営体も1割弱と、県と比較すると高くなっている。
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■農産物販売金額規模別経営体数の割合
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■認定農業者数推移（国・県・大津・湖南４市）

国（1/1000） 県（1/50） 草津市 大津市

栗東市 守山市 野洲市

単位：人
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基本方針１ 持続的・安定的な農業経営の確立

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組

●農業後継者団体等の
組織活動の充実

 草津市農業後継者クラブの活動
で、草津・南草津駅前、直売運
営への支援、農業体験コンパの
実施

▲若者や女性の農業参画に資
する取組の更なる強化

▲新規就農者の掘り起しが課
題。

▲新規就農者の受け入れ体制
が整っていない。（経営農
地や農業技術の指導など）

▲家族経営協定については、
過去5年間締結に至ってい
ない。（締結するためのメ
リットがない。）

 県や大学、ＪＡ等と連携を図り、
新規就農者を確保

 県やＪＡ、農業者等との連携を
図り、新規就農者の受け入れ体
制、普及体制を確保

 認定新規就農者の認定農業者へ
の育成支援

 家族経営協定を締結してもらえ
るようPR

●新規就農者に対する
相談・研修などの実
施・充実

 認定新規就農者の認定（新規就
農者数：Ｈ２６で1名）

●家族経営協定の締結
促進

 平成２７年３月時点で２８世帯
の協定締結

基本施策 ②多様な人材の育成

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・JAおうみ冨士で取り組んでいるメロントレーニングハウス制度の草津版が旧草津川跡地などで取り組めると農業者育成がで
き、減少している草津メロンの生産者確保や野菜生産者の育成が図れると思う（主体はJAとなるが、その後押しが必要）。

・国では、効率的かつ安定的な農業経営を育成し、こうした農業経営が農業生産の相当部分を担う農業構造を確立するため、担
い手（認定農業者、認定新規就農者、法人化が見込まれる集落営農）に重点的に集中して支援を実施（経営所得安定対策や
融資、税制等）
農業就業者の必要数：現在、土地利用型以外（野菜・果樹・畜産等）の基幹的農業従事者、雇用者は約60万人で、今後も同程度の人数が必要。一

方、土地利用型作物は、一人あたり10ha程度耕作すると仮定して約30万人。合計約90万人の農業就業者が必要。（22年ま
での傾向をベースに40代以下の増加数が2倍になると仮定して試算すれば、今後も60代以下で90万人確保することが可能）

→国及び県の指標等も踏まえ、市として将来に向けて育成すべき経営体数等を検討してはどうか。
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・農業後継者クラブによる農業体験コンパや、南びわこ青年農業者連合会による農産物の直売所など、若者・女性を巻き込んだ各種取
組が展開されているが、一過性の取組にとどまっている。

・女性の農業就業人口（自営農業に主として従事）割合は、国や県と比較すると低い。
・若年農業就業人口（自営農業に主として従事）割合は、県や周辺市町と比較すると高くなっているが、全国と比較すると低い。

■農業後継者クラブによる農業体験コンパ

女性
割合

40才未満
割合

50才未満
割合

草津市（1,155人） 48.3％ 5.7％ 10.6％

大津市（2,570人） 53.5％ 4.6％ 7.7％

守山市（1,527人） 49.4％ 6.5％ 10.1％

栗東市（792人） 49.1％ 3.9％ 7.1％

野洲市（1,257人） 45.6％ 3.4％ 5.5％

滋賀県（29,492人） 48.5％ 4.8％ 7.8％

全国（2,606千人） 49.9％ 6.8％ 12.4％

出典：平成22年農林業センサス

■性別・年齢別農業就業人口割合の比較
（自営農業に主として従事した世帯員数）■南びわこ青年農業者連合会による

草津駅前での農産物直売

要

点

■農業後継者クラブによるniwa+マルシェへの出店
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基本方針１ 持続的・安定的な農業経営の確立

基本施策 ③産地強化・草津ブランドの創出

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組

●消費者や市場、食品
加工業者等への草津
産農産物のＰＲ

 近鉄百貨店草津店やイオン草津店でマル
シェや市を開催

 県の「おいしが、うれしが滋賀」に参加。
特産物の啓発や情報交換を通じて、新た
な取引先確保

 JA女性部のフレッシュミズによる活動

▲市場、食品加工業者等へ
のＰＲが未実施

▲イベント開催を契機とし
た、持続性のある取り組
みへの展開が課題

▲ブランド認証制度の整備
に向け、ブランドになり
うる農産物の選定や、基
準の策定等、関係機関と
の調整も含めた課題整理
が必要

▲加工に取り組む生産者が
少ない（地の利や、これ
まで培ってきた生産技術
もあり、青果の販売に重
きを置いている。）

▲麦・大豆以外の新たな作
物の作付

 消費者、量販店、市場、
食品加工業者等への効
果的なＰＲ方法を実施

 草津ブランド推進協議
会内で事業を細分化し、
それぞれのプロジェク
トチーム（商品開発・
販路開拓・情報発信・
地産地消）で課題解決
に向け取り組む

 付加価値を高め、儲か
る農業に向けた取り組
みとして６次産業化を
推進

 地域特性を活かした作
物の作付検討

 草津あおばな会の活動
支援

●ブランド化に向けた
生産・出荷体制の確
立

 「草津ブランド推進協議会」を設立。特
色ある農水産物や新たな製品、サービス
等の付加価値と魅力を発信する取り組み。

 草津のこだわり極上米「匠の夢」や草津
あおばな、愛彩菜、山田ねずみ大根の分
ランド力強化に向けた取組

●農産物加工による商
品開発等

 生産者が自ら加工、販売を行える支援体
制の整備強化（「６次産業化推進事業費
補助金交付金要綱」を制定）

 あおばな緑茶・あおばなほうじ茶、飴等
の販売【ＪＡ草津市】

 あおばなしぼり汁の染物の開発、商品化
【湖南農業高校】

●水田における集団的
な生産拡大に向けた
取組

 しがの水田野菜の取組
 戦略作物（麦・大豆）における集団転作
の実施

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・生産、流通、情報発信等、どのような取組によって農産物の価値を上げることができるのか、ブランド化の取組は難しいと感
じている。

・ブランド商品に出会う機会が少ない。他の会とも協働して流通に力を入れる方向を考えるべきでは。

・草津市の野菜の中で一番知名度がある「草津メロン」（糖度14.6°で全国でも上位だと思う）を強固にブランド化し、後の
野菜を引っ張っていく形にしてはどうか。
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■懇談会とリフレクションシートでの意見（続き）

・国では、農林漁業体験を通じた食育の推進と国産農産物の消費拡大。
→学校給食や家庭における「草津ブランド」を使用した「和食」の提供機会の拡大による「和食」の保護と次世代への継承
等について検討してはどうか。

・草津ブランド推進協議会による「草津ブランド」の創出や輸出等の取組みについて、産地強化の観点から中心的な位置づけと
なるよう検討してはどうか。

・広域キャベツ（仮称）を地産地消連絡会議（管内５市４JAなど）を中心に進めており、草津でも本年度から取り組みを行っ
ている。次年度以降も、取組拡大に向けて機械化（定植機、乗用管理機など）などで支援をお願いしたい。

・他県の６次産業化成功例を見本に、いくつか絞って行ってみてはどうか。

■潮彩菜

■あおばなの普及拡大

要

点

・草津産農産物のブランド力を向上させるため、「あおばな」の普及拡大、「草津メロン」「愛彩菜」「潮彩菜」「山田ねずみ大根」
「環境こだわり米」の普及啓発活動を行っている。

・平成26年度には、草津ブランド推進協議会を設立。

■草津メロン ■愛彩菜

■山田ねずみ大根

■環境こだわり米
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基本方針２ 農地の保全と農業的土地利用の増進

基本施策 ①計画的な農地保全・高度利用の推進

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

●優良農地の保全

 農作業受委託の促進（委託農
家戸数641戸(224ha)（平成
23年度））

 農用地区域の保全

▲不作付地の増加

▲さらなる認定農業者等へ
の農地集積

▲農村まるごと保全向上対
策については、平成20年
度から新規の取組集落が
ない（申請書類等の煩雑
さも要因の一つ）

▲後継者不足等により農地
の保全が困難となってい
る

▲麦・大豆以外の新たな作
物の作付（技術等がない
ため、時間とお金がかか
る）

 農用地区域の除外と農地転用
の抑制

 認定農業者等へ利用権設定等
による不作付地の解消

 農村まるごと保全向上対策に
取り組む集落の確保に向けPR

 農地が有する多面的機能につ
いて、非農家への理解の醸成

 引き続き農地パトロール・指
導の実施による耕作放棄地の
解消

 地域特性を活かした作物の作
付検討

●農地・水・環境保全向
上対策の取組

 世代をつなぐ農村まるごと保
全向上対策事業の取組（10集
落（取組面積288ha）（平成
26年））

●耕作放棄地の解消
 農地パトロールの実施・指導
【農業委員会】

●農地の高度利用の推進
 戦略作物（麦・大豆）への転
作奨励

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・農地の保全の観点から考えると、行政が主導的に関係者や市民（個人）との直接的な関係を築くべき。

・人口が増加している地域なので農地の減少はある程度妥協も必要と思うが、これについて有識者の意見を聞きたい。

・近年琵琶湖の水が臭くなってきており、葉物のブランド価値が下がると危惧している。

・琵琶湖をはじめとした自然環境の保全については、農業排水による汚染対策も必要な状況である。
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・土地持ち非農家（農家以外で耕地及び耕作放棄地を5アール以上所有している世帯）が増加しており、耕作放棄地（以前耕地であっ
たもので、過去1年間以上作物を栽培せず、この数年の間に再び耕作するはっきりとした考えのない土地）の多くは、土地持ち非農
家が所有する農地となっている。

・農業・農村が持つ多面的機能の理解を促進しながら、農地の保全に向けた取組を進めることが求められる。

■所有農家別耕作放棄地

出典：平成22年農林業センサス
■農業・農村が持つ多面的機能と貨幣評価の試算
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機能の種類 評価額

洪水防止機能 3兆4,988億円/年

河川流況安定 1兆4,633億円/年

地下水涵養機 537億円/年

土壌侵食(流出）防止機能 3,318億円/年

土砂崩壊防止機能 4,782億円/年

有機性廃棄物分解機能 123億円/年

気候緩和機能 87億円/年

保健休養・やすらぎ機能 2兆3,758億円/年

（左：Ｈ17，右：Ｈ22）■農家数の推移

出典：農水省ＨＰ
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基本方針２ 農地の保全と農業的土地利用の増進

基本施策 ②担い手への農地等の集積

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

◎農地保有合理化事業
（利用権設定等）の推
進

 利用権設定、JA草津市受委託、
農地中間管理事業の実施

▲認定農業者等へ農地集積
の限界が近づいている

▲条件の悪い農地の受け手
がいない

 利用権設定等の推進

 農地中間管理機構の活用促進

 地域農業の未来像を描いた
人・農地プランの計画的な推
進（農地の集約化）

 農地公開情報の活用

 農地などの貸借情報の収集・
登録制度の運用

●農地などの貸借情報の
収集・登録制度の運用

 農地中間管理機構へ農地借受
者としての農業者の登録

 草津市農業機械銀行へ農業者
の登録

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・現状、担い手数は一定確保できているが、今後、高齢化により農地を預けることを希望する地主は益々増加することが確実。
現状の担い手ではすべてをカバーできない。雇用を増やして規模拡大できる農業者（法人）の育成が重要となる。

・「人・農地プラン」の定期的な見直し、農地中間管理機構のフル稼働により担い手への農地集積・集約化を推進。
担い手の利用面積の割合：担い手の農地利用面積は過去10年間で全面積の3割から5割まで増加。今後10年間で全農地面積の8割が担い手に

よって利用される農業構造の確立を目指します。
→草津市の農地集積の現状を踏まえ今後の目標を検討してはどうか。
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・利用権の設定等により、認定農業者への農地集積は着実に進展しており、集積率は平成20年の22.8％から、平成25年には34.2％
まで増加している。

・一方、耕作条件の悪い農地など、集約しづらい農地等が残っており、認定農業者等へ農地集積の限界が近づいている。

要

点

■利用権設定面積の推移
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基本方針２ 農地の保全と農業的土地利用の増進

基本施策 ③効率的な営農環境の整備

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

●土地改良事業等の推進
 新規ほ場整備事業等の計画調
整

▲新規事業に伴う必須要件
との整合

▲整備済み施設の老朽対策

▲全体事業推進に向け、未
採択個所の採択を受け事
業を行う必要がある

▲整備後相当年が経過した
施設が大部分であり、全
体的な更新計画について
検討を行う必要がある

 引続き、新規ほ場整備事業につ
いての調整を行うとともに、施
設の老朽化に伴う対策について
検討

 条件の悪いほ場の再整備に向け
た検討

 引続きの事業が実施出来るよう
関係機関との調整を図り、基幹
水利施設の早期更新を実施

 引続き、老朽施設を主に農業用
施設改良・施設更新を実施

 アセットマネジメントを検討

●草津用水二期事業の促
進

 第一段送水路事業の実施

●農業用施設整備の促進
 農業用（農道・水路等）施設
の改良及び更新

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・限りある農地で質・量ともに十分な農産物を得るための仕組みづくりを具体的に検討すべきではないか。

・近年琵琶湖の水が臭くなってきており、葉物のブランド価値が下がると危惧している。

※アセットマネジメントとは、一般的には金融資産や不動産等を管理･運用すること（広義のアセットマネジメント）を指します。近年では公共事業により
造成された施設について、維持管理や補修などをどのように効率的に行うかといった技術体系及び管理手法の総称としても使われます。農業分野
でいうアセットマネジメントとは、農業水利施設を資産としてとらえ、この資産のより効率的･経済的な、また環境に配慮した維持管理手法の総称とし
て用いています。
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・農業水利施設の老朽化が進んでいる。
・これら農業水利施設は、農業の営みだけでなく国土や環境を保全するといった公益的な役割も担っており、これらの施設を社会資
本として捉え、効率的・効果的な保全更新を図る必要がある。

要

点

■幹線的な水路の整備延長と標準的な耐用年数が到来する延長の推移（県全域）

■農業用水路の更新
（パイプinパイプ工法）26



基本方針３ 市民（消費者）ニーズに応える地産地消の推進

基本施策 ①食育と連携した地産地消の推進

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

●学校給食での草津産農
産物の利用拡大

 「学校給食における地産地消
検討会」の開催

 野菜については11品目を使用
 米飯給食については100％草
津市産を使用

▲主要な生産が軟弱野菜で
あることや、生産体制が
未熟であることから、給
食センターの必要とする
食材を安定的に供給する
ことが難しい

▲庁内関係部局と連携した
取り組みが必要（教育委
員会や福祉関係部局な
ど）

 学校給食での、より強固な生産
体制を整えるとともに、1品目
でも多い草津産農産物の利用に
向け、引き続き関係機関と協議
等を行う

 引き続き「たんぼのこ体験事
業」を実施するとともに、小さ
いころから農業に携わる機会の
支援を実施

 市民の健康増進のため、第２次
食育推進計画等と整合を図りな
がら、福祉関係部局と連携し地
産地消の取組を展開

 農産物の効能表示をすることに
より、市民の健康に配慮しつつ
地産地消を展開

●教育ファーム等の取組
の推進

 農業体験学習「たんぼのこ体
験事業」を小学校全校で実施

●食育推進計画の促進、
食育活動との連携

 「第２次食育推進計画」の策
定（平成26年2月）【健康増
進課】

 小中学生の農業体験【スポー
ツ保健課】

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・学校給食への取組み方は、より消費の大きい家庭に持ち帰る内容になっているのだろうか。

・学校給食などでの地産地消を進めているが、２段階入札（地元産を入札後、残りを一般で入札）などの取組ができるよう教育
部門との十分な連携を進めてほしい。

・国では、農林漁業体験を通じた食育の推進と国産農産物の消費拡大。
→学校給食や家庭における「草津ブランド」を使用した「和食」の提供機会の拡大による「和食」の保護と次世代への継承
等について検討してはどうか。

・味覚が養われる1・2歳の子に向けた食育活動が少ないのでは。調理方法を学んだり、調理して食べる機会を子連れでできる
ように会をつくれないか。
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草津市

・地元農産物に対するニーズは高く、これらのニーズに応えながら、農業振興を図ることが求められる。
・平成26年2月に「第２次食育推進計画」を策定しており、農業振興と関連する取組については、関係部局と連携を図りながら、取
組を展開することが必要。

要

点

関連する取組の基本的な方向性

・農作物を作る体験や料理実習な
どを通じて、食事を作る喜びが得
られる取り組みを推進します。

・生産者による食育の推進と生産
者・消費者の交流を推進します。

・環境こだわり農産物を推進しま
す。

「そう思う」「ややそう思う」の合計

■第２次草津市食育推進計画

■地元の農産物を購入するように心がけている人の割合
国：学校給食栄養報告(抽出校の平均値、H25,H26はデータなし）
県・市：学校給食地場産物使用調査(食材数ベース)

■学校給食における地場農産物を使用する割合の推移
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基本方針３ 市民（消費者）ニーズに応える地産地消の推進

基本施策 ②市内販売・流通の促進

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

◎市内スーパーマーケッ
ト等との連携による市
内販売体制の検討

 個別相談の実施
 草津あおばな館の取扱高の増
加

 消費者の購入機会の拡充のた
め、新聞やテレビなどのメ
ディアを使ったPR活動に取り
組み

▲量販店については、市場経
由の仕入れを希望している
ため、生産者が直接納めに
いく体制が作りにくい

▲同じ取引先から継続的に仕
入れをしているケースが多
いため、なかなか新規取引
が難しい

 関係機関と協議をし、市場経由
ではない形（例えばインショッ
プ）での取引を検討

 大型スーパーに市内農産物の取
扱いについて、関係機関と連携
し協議を行う

 飲食店や社員食堂に積極的な草
津産農産物をＰＲ

 食品事業者等との連携による契
約栽培等を拡大

●食品事業者等との連携
による契約栽培等の拡
大

 個別相談の実施
 パナソニック（株）アプライ
アンス社、オムロン(株)草津
事業所社員食堂等における草
津産野菜の提供

 日本生活協同組合連合会（生
協）との相対取引

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・学校給食への取組み方は、より消費の大きい家庭に持ち帰る内容になっているのだろうか。

・国では、農林漁業体験を通じた食育の推進と国産農産物の消費拡大。
→学校給食や家庭における「草津ブランド」を使用した「和食」の提供機会の拡大による「和食」の保護と次世代への継承
等について検討してはどうか。

・ブランド商品に出会う機会が少ない。他の会とも協働して流通に力を入れる方向を考えるべきでは。

・「山田ねずみ大根」など、草津の農産物を小売店で見かけない。
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・農産物の出荷先は、農協が最も多くなっている。（国や県と同じ傾向）
・草津市においては、卸売市場に出荷する割合が高くなっている一方、小売業者への出荷が少なくなっている。
・パナソニックホームアプライアンス社、オムロン社員食堂等における草津産野菜の提供などが行われており、これら取組の拡大が
求められる。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

滋賀県

草津市

大津市

守山市

栗東市

野洲市

農協 農協以外の集出荷団体 卸売市場

小売業者 食品製造業・外食産業 消費者に直接販売

インターネットによる販売 その他

■農産物出荷先別経営体数の割合の比較

出典：平成22年農林業センサス

要

点

■パナソニック（株）アプライアンス社

社員食堂における取組
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基本方針３ 市民（消費者）ニーズに応える地産地消の推進

基本施策 ③直売所の整備等の推進

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

●直売所出荷に向けた多
品種多品目農産物の生
産促進

 草津あおばな館における出荷
協議会の設立。

▲消費者ニーズに対応でき
る生産体制が整っていな
い。（多品種多品目生産
等）

▲共同直売所の設置に向け
ては、費用や管理、運営
主体などについての検討
が必要

▲スーパー等、競合する事
業者も多く、取組みを進
めるには話し合いが必要。

 出荷協議会において、多品種多
品目生産を実施するための協議
を行う

 共同直売所の設置の在り方につ
いて検討が必要

 各種イベントでの直売所の設置
●商店街や駅前などへの
共同直売所の設置

 草津駅前（デッキ）での地産
地消フェアの開催【南びわこ
青年農業者連合会】

 南草津駅前での「みなくさま
つり」で農産物直売を実施

 ＦＭ草津前、ＪＡ等での産直
市の他、各種イベントへの出
店

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・国では、農林漁業体験を通じた食育の推進と国産農産物の消費拡大。
→学校給食や家庭における「草津ブランド」を使用した「和食」の提供機会の拡大による「和食」の保護と次世代への継承
等について検討してはどうか。
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・県内には67の直売所（週３日以上の常設直売所、平成22年1月現在）が整備されている。
・市内には、３個所の直売所があり、休日などには、来訪者でにぎわっている。
・出荷については、多品種多品目生産が進んでいないことが課題となっている。

④道の駅草津 グリーンプラザからすま

⑤ＪＡ草津市農畜産物交流センター 草津あおばな館

⑥ロックベイ ガーデン

道の駅内の直売所で、レス
トラン併設。あおばなソフト

クリームをはじめ、あおばな
を用いた商品も販売。

農の匠が作ったお寿司や和
菓子などの加工品が充実。
あおばな茶をはじめ、あお
ばなを用いた商品も販売。

いちご狩りなどの体験農園施
設や地元産にこだわったレスト
ラン、園芸雑貨販売のショップ
併設。

要

点
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基本方針３ 市民（消費者）ニーズに応える地産地消の推進

基本施策 ④農に関する情報提供の促進

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

●ホームページや広報等
での草津産農産物のＰ
Ｒ

 広報くさつ、市ホームページ、
フェイスブック、パンフレッ
ト等でのＰＲ ▲情報発信はしているが、

情報を求めている人に届
いていない

▲市民等への周知が不足し
ている（市単独で直売所
マップなどを作成してい
ない。）

▲市内での直売所、草津産
農産物等取扱い店舗の情
報がわかりづらい

 多様なツールを活用したPＲの
実施

 子育て世帯や高齢者等、ター
ゲットを絞った効果的なPRの
実施（子育て世帯向けにＳＮＳ
を活用した食べ方を含めた農産
物のＰＲ等）

 関係機関と連携を図り、各イベ
ント等で情報発信を実施

 市内での直売所、草津産農産物
等の取扱い店舗の情報発信を実
施

 生産履歴を基にした安心・安全
の農産物のＰＲ

●直売所マップ等の作成
 直売所マップの作成【湖南地
域農業センター】

●生産履歴の情報提供の
促進

 あおばな館で販売する全農産
物の生産履歴記帳の実施【Ｊ
Ａ草津市】

 ＧＡＰへの取組推進【ＪＡ草
津市】
【米麦大豆：全農家、野菜：

１組織】

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・主婦層の中で「愛彩菜」の料理方法がわからず購入につながらないという意見がある。

・国では、農林漁業体験を通じた食育の推進と国産農産物の消費拡大。
→学校給食や家庭における「草津ブランド」を使用した「和食」の提供機会の拡大による「和食」の保護と次世代への継承
等について検討してはどうか。

・SOFIX栽培農産物を求める声も大手量販から上がっており、今後も取組拡大に向けて推進が必要と思う。SOFIX栽培に取り
組むにあたりかかるコスト（分析、肥料代など）が高く、コスト削減に向けて、地域資源の把握と堆肥舎等の整備を進めるこ
とが必要ではないかと思う。また、資源の地域循環も併せて進めることができると思う。
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・旬の野菜がわかるカレンダー等を作成しているが、活用されていない。
・市内の直売所、草津産農産物等の取扱い店舗の情報がわかりづらい。
・ＪＡ草津市においては、「ＪＡのまど」等で愛彩菜のレシピ集等の情報発信をしているが、市民に情報が伝わりにくい

要

点

■草津野菜カレンダー ■ＪＡのまどに掲載されている愛彩菜のレシピ集
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基本方針４ 市民生活に潤いをもたらす農のあるまちづくりの推進

基本施策 ①ふれあいの場の確保と拡大

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

●市民農園や体験農園の
整備

 「草津市手作り市民農園」の
提供（75区画、約30㎡/１区
画）

 ＪＡ草津市ふれあい貸農園の
運営（132区画、約13.5㎡
/1区画）

 ロックベイガーデンでの体験
農園運営（いちご、枝豆、さ
つまいも等）

 あおばな館前のＰＲ水田の活
用（芋掘り体験等）

 JA女性部のフレッシュミズに
よる活動【再掲】

▲市民農園の利用者のマ
ナーについて、近隣住民
からの苦情が出ている

▲市民農園の区画の不足

▲年間を通じてできる体験
農園が少ない

▲農業イベントについては、
開催場所が限定されてい
る

 新たな貸農園・体験農園の運営
にかかる設立の支援

 各種イベントと連携した農産物
の販売

●朝市や即売会など各種
農業イベントの実施

 みなくさまつり、草津駅前
（デッキ）、ＦＭ草津、ＪＡ
等での産直市の開催。各種イ
ベントへの出店

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・農業イベントに行きたい人は多いが情報を得づらい。

・国では、農業を軸に観光、教育、福祉等多様な分野の連携を深め、都市と農村の交流を戦略的に推進。
交流人口（グリーン・ツーリズム施設年間延べ宿泊者数）／H25年実績 925万人 → H32年度目標 1,300万人

→訪日外国人旅行者の受入目標を検討するとともに、農のあるまちづくりを推進するため、グリーンツーリズム等の導入に
ついて検討してはどうか。
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■JA草津市におけるイベント開催

・JA草津市において、各種イベントを実施しているが、開催場所が限られていることが課題となっている。
・草津市手作り市民農園については、毎年募集区画を上回る応募者数があるものの、倍率は1倍を少し上回る程度となっている。
（農水省調べでは、都市的地域にある市民農園の33.2％が、応募倍率が1.0～1.2倍となっている。）

■フレッシュミズによる寄せ植え教室

■草津市手作り市民農園の状況

区画数 75区画 利用料 5,000円/年

年度 募集区画数 応募者数 倍率

Ｈ20 37 36 0.97

Ｈ21 14 28 2.00

Ｈ22 31 58 1.87

Ｈ23 33 54 1.64

Ｈ24 21 35 1.67

Ｈ25 33 39 1.18

Ｈ26 32 38 1.19

山田小学校の田植え体験 山田幼稚園のバケツ稲種まき

要

点

■地域類型別の市民農園数と応募倍率別構成
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基本方針４ 市民生活に潤いをもたらす農のあるまちづくりの推進

基本施策 ②環境配慮型・資源循環型農業の推進

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

●エコファーマー認証取
得の推進

 エコファーマー認定を実施

▲エコファーマーについて
は、認定件数が徐々に減
少してきている

▲環境こだわり農産物認証
の件数が伸びない

▲農村まるごと保全向上対
策事業については、新規
の取組集落の確保（申請
手続き等が煩雑）

▲水質保全に向けた取組
（農業排水対策）

 エコファーマー認証取得につい
ては、環境こだわり農産物の認
証へ取組をシフトする

 環境に配慮し、厳しい基準で取
組む安全・安心な環境こだわり
農産物をPRし面積の拡大を目
指す

 環境こだわり農産物の生産者を
増やす部会

 農村まるごと保全向上対策の取
組集落の確保に向けたPRの実
施

 濁水防止に向けた取組みのＰＲ

●環境と調和した農業生
産技術の構築

 環境こだわり農産物の作付面
積の拡大

●農地・水・環境保全向
上対策の取組の推進（再
掲）

 農村まるごと保全向上対策事
業の取組み。

 取組集落：10集落（取組面積
288ha）（平成26年）

●資源循環システムの検
討

 オムロン食堂残差の堆肥化、
湖南農業高校への提供

 給食センターでの食品残渣の
堆肥化（1次発酵）

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・SOFIX栽培農産物を求める声も大手量販から上がっており、今後も取組拡大に向けて推進が必要と思う。SOFIX栽培に取り
組むにあたりかかるコスト（分析、肥料代など）が高く、コスト削減に向けて、地域資源の把握と堆肥舎等の整備を進めるこ
とが必要ではないかと思う。また、資源の地域循環も併せて進めることができると思う。

・近年琵琶湖の水が臭くなってきており、葉物のブランド価値が下がると危惧している。

・琵琶湖をはじめとした自然環境の保全については、農業排水による汚染対策も必要な状況である。
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年度 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26

件数 28 6 0 3 140 17 7

単位：件

■エコファーマーの年度別認定数

・エコファーマーについては、認定件数が徐々に減少してきている。
・環境こだわり農産物の作付け状況は、増加傾向にあるが、認証の件数が伸びない。
・くさつ環境文化プラン（第２次環境基本計画）を策定しており、農業振興と関連する取組については、関係部局と連携を図りなが
ら、取組を展開することが必要。

要

点

関連する取組内容

・農空間における在来生態系の保全
（農家と市民の協働による農地の保
全 など）

・自然環境等に親しむ場と機会の充実
（市民農園、体験農園など市民が
“農”に親しむ機会の拡充 など）

■環境こだわり農産物の作付状況

■くさつ環境文化プラン
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主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

◎農業講習会や親子農業
体験イベント等の開催

 親子料理教室の実施【ＪＡ草
津市】

 愛彩菜や葉物野菜を中心とし
た収穫体験の実施 【ＪＡ草
津市】

 JA女性部のフレッシュミズに
よる活動【再掲】

 ロックベイガーデンでの体験
（枝豆、芋掘り等）

▲情報を求めている人に、
的確に情報が伝わってい
ない。

▲援農を受け入れる体制が
整っていない。

 関係機関と連携し、充実した農
業講習会や親子農業体験イベン
ト等の開催

 農業講習会や親子農業体験イベ
ント等を開催するにあたり、多
くの人に情報が伝わる効果的な
ＰＲの実施

 援農体制のあり方について、農
業者等と検討●援農体制づくりの検討

 営農普及員による家庭菜園の
指導【JA草津市】

 組合員への広報での家庭菜園
の栽培方法の掲載【JA草津
市】

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・市民が参加しやすい料理教室等の開催など、市が農業者と消費者の橋渡し役を担って欲しい。

・農業イベントに子どももつれていきたいが、丸1日など大人でも過酷。都市近郊を強みに、手軽なものと本格的なものとで農
業体験がしたい。

・農業イベントに行きたい人は多いが情報を得づらい。

基本方針４ 市民生活に潤いをもたらす農のあるまちづくりの推進

基本施策 ③市民と協働で農業を支える仕組みづくりの確立
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基本方針５ 農業振興のためのネットワーク強化

基本施策 ①関係機関との連携強化

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

●関係機関による推進体
制の確立

 県・市・ＪＡ連携による組合
員指導

 農業振興協議会、各野菜出荷
組合等との連携

 草津ブランド推進協議会の設
立

 湖南地域農業センターの運営

▲農業者のニーズを的確に
把握するための体制づく
りができていない

▲各種計画との連携につい
て、庁内の連携体制が取
れていない

▲意見交換等が実際の6次産
業化としての連携に繋が
りにくい

▲６次産業化推進事業費補
助金交付金は、活用事例
が無い（PR不足）

 関係機関、協議会等との連携強
化を図る

 庁内の連携体制を整理し、各種
計画を推進

 ６次産業化の推進を見据えた意
見交換等を積極的に実施

 ６次産業化推進事業費補助金交
付金制度の積極的なＰＲを行う

◎異業種交流による意見
交換会の開催

 県の「おいしが、うれしが滋
賀」事業を通じた、市内飲食
店等との意見交換

 異業種と連携し、草津あおば
な会を設立

●農商工連携による取組
 「６次産業化推進事業費補助
金交付金要綱」を制定。（平
成26年8月）

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・JA草津市が発行している広報誌「JAの窓」には、農産物の調理方法等も記載されており、これを活用して市民に情報発信し
てはどうか。

・市が農業者と消費者の橋渡し役を担って欲しい。

・限りある農地で質・量ともに十分な農産物を得るための仕組みづくりを具体的に検討すべきではないか。

・連携の具体的な内容を示すべき。

・JAおうみ冨士で取り組んでいるメロントレーニングハウス制度の草津版が旧草津川跡地などで取り組めると農業者育成がで
き、減少している草津メロンの生産者確保や野菜生産者の育成が図れると思う（主体はJAとなるが、その後押しが必要）。

・他県の6次産業化成功例を見本にいくつか絞って行ってみてはどうか。
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基本方針５ 農業振興のためのネットワーク強化

基本施策 ②市域を超えた取組強化

主な施策 現在の取組状況 課題・問題点 今後の取組（案）

●市域を超えた産地形成
に向けた取組の推進

 広域キャベツ栽培の取組み
【滋賀県】

 ミラノ食博への和食弁当出展
【近江の匠和食弁当実行委員
会】

 近江米の新品種「みずかが
み」の生産普及

▲広域での産地形成に向け
た取組（キャベツ）の定
着が課題

▲実証実験から、商用への
転換が課題

▲大学等と連携し、ICT等を
活用した新しい農業の展
開等が期待される

 広域の産地形成に向けた取組に
ついて、県、ＪＡ、周辺自治体
等との連携を強化し、引き続き
取り組みを進める

 ＳＯＦＩＸ農業について、研究
機関との共同研究などを引き続
き進める

●農業技術振興センター
や大学等の研究機関と
の共同研究等の推進

 ＳＯＦＩＸ農業（土壌肥沃度
診断）の実験を実施【立命館
大学と連携】

■懇談会とリフレクションシートでの意見

・広域キャベツ（仮称）を地産地消連絡会議（管内５市４JAなど）を中心に進めており、草津でも本年度から取り組みを行っ
ている。次年度以降も、取組拡大に向けて機械化（定植機、乗用管理機など）などで支援をお願いしたい。

・大学が存する草津市ならではの提案として、大学生のアイデアを活かした地域農業の振興を検討してはどうか。
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■ミラノ食博へ出展した和食弁当

・近江の匠和食弁当実行委員会によるミラノ食博への和食弁当の出展や広域キャベツの作付け推進など、広域で連携した取り組みが
展開されている。

・近江米の新品種「みずかがみ」の生産普及に向けた取組も進められている。
・これらの市域を超えた産地形成の取り組みのさらなる推進が求められる。

■広域キャベツの取組状況

要

点

■近江米新品種「みずかがみ」新米出荷にあわせたPR事業
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